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第223回 独占禁止懇話会議事録 

 

 

１．日時 令和５年３月10日（金）10：00～12：00 

２．場所 公正取引委員会大会議室 

（一部の会員については、オンライン方式で参加） 

３．出席者 

【会員】柳川会長、有田会員、依田会員、及川会員、大野会員、川濵会員、 

    鬼頭会員、白石会員、泉水会員、竹川会員、武田会員、野原会員、 

    二村会員、細田会員、宮崎会員、山下会員、山田会員、由布会員、 

    吉田会員、レイク会員 

【公正取引委員会】古谷委員長、山本委員、三村委員、青木委員、吉田委員 

【公正取引委員会事務総局】 

    小林事務総長、大胡官房総括審議官、岩成官房政策立案総括審議官、 

    田中官房審議官（国際担当）、塚田官房審議官（企業結合担当）、 

    稲熊官房総務課長、藤本経済取引局長、深町経済取引局総務課長、 

    稲葉デジタル市場企画調査室長、 

    伊藤デジタル市場企画調査室デジタルアナリスト、天田調整課長、 

    品川取引部長、守山企業取引課長、 

山本優越的地位濫用未然防止対策調査室長、田辺審査局長 

４．議題 ○ モバイルOS等に関する実態調査報告書 

     ○ 携帯電話端末の廉価販売に関する緊急実態調査報告書 

     ○ フィンテックを活用したサービスに関するフォローアップ調査報告書 

     ○ 適正な価格転嫁の実現に向けた取組 

 

○藤本経済取引局長 おはようございます。経済取引局長の藤本でございます。 

      定刻となりましたので、第223回独占禁止懇話会を開会いたします。 

      本日は事前に御案内のとおり、対面とオンラインの併用開催とさせてい

ただいております。 

      まず、開会に当たりまして、事務局の方から議事運営方法について御説
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明をさせていただきます。 

○深町経済取引局総務課長 御説明いたします。 

      まず、会場にお越しの皆様におかれましては、マイクは通常オフの状態

になっておりますので、御発言時のみマイクをオンにして御発言いただけ

ればと思います。マイクがオンになりますと、こういった形でマイクにオ

レンジのランプが点灯いたします。御発言が終わりましたら、マイクをオ

フにしていただければと思います。オンラインで御出席の皆様におかれま

しては、会議中、常時カメラはオン、マイクはミュートにしていただき、

御発言時のみ御自身でマイクのミュートを解除して御発言をお願いいたし

ます。御発言が終わりましたら、再度マイクをミュートの設定にしていた

だければと思います。 

      次に各議題における御質問、御意見につきまして、事前に御発言の希望

がある旨、御登録いただいた方につきましては順次指名をさせていただき

ます。また、事前登録はされていないものの、御発言を希望されるという

方につきましては、会場の皆様につきましてはこういった形で名札を立て

ていただければと思います。オンラインの皆様につきましては、画面下部

の挙手ボタンを押していただくか、画面右下のチャット機能を使用して御

発言希望がある旨、入力していただければと思います。 

      また、会員以外の傍聴の皆様につきましては、マイクとカメラの両方を

オフの状態にして傍聴をお願いいたします。 

      以上でございます。 

○藤本経済取引局長 なお、２点御連絡がございます。まず１点目ですけれども、本

日、議事運営の都合上、事前に御連絡しておりました議題の順番から若干

順番を変更したいと思っております。具体的には、議題４を現在の議題の

１と２の間、すなわち一番最初に議題１の「モバイルOS等に関する実態調

査報告書」を行いますけれども、その次には議題４の「適正な価格転嫁の

実現に向けた取組」を議論させていただきたいと思います。その後、議題

２、それから、議題３の順番で進めさせていただこうと思っております。 

      ２点目でございますけれども、古谷委員長は本日、国会対応のために冒

頭のみの出席とさせていただきます。 
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      それでは、最初に古谷委員長の方から皆様に御挨拶をさせていただきま

す。 

○古谷委員長 ありがとうございます。私、３月６日付で委員長に再任をされました。

改めてよろしくお願いを申し上げます。 

      今、話がありましたが、国会に呼ばれておりますので、大変残念ですけ

れども、ここで中座をすることをお許しいただければと思います。 

      本日の議題にもありますように、デジタル関係、あるいは、価格転嫁の

問題等々、公正取引委員会、大変積極的にいろんな取組を進めております

ので、是非お聞き取りいただいて、率直な御意見、御助言を今日も賜れれ

ばと思いますので、よろしくお願いを申し上げます。 

○藤本経済取引局長 それでは、ここからの議事進行につきましては柳川会長にお願

いしたいと思います。 

○柳川会長 皆さん、おはようございます。それでは早速議事に入りたいと思います。

是非活発な意見交換、御意見、出していただければと思います。よろしく

お願いいたします。 

      最初の議題は、「モバイルOS等に関する実態調査報告書」でございます。

稲葉デジタル市場企画調査室長と伊藤デジタル市場企画調査室デジタルア

ナリストから御説明お願いいたします。 

○稲葉デジタル市場企画調査室長 おはようございます。デジタル市場企画調査室長

の稲葉と申します。 

      冒頭、今、会長からも御紹介いただきましたように、今日は２人で説明

を行いますので、説明の前に簡単に紹介をさせていただきますと、特にこ

のデジタル分野における競争上の問題に対処していく上では、非常に高度

な専門的な知見が必要であるということで、我々公正取引委員会の中でも、

これまでも外部の専門家の方たちとの連携ですとか、それから内部の職員

の育成といったことは進めてきておりましたが、ちょうど１年前、昨年の

４月に、新しくデジタルアナリストという形でポストを作りまして、例え

ばデータ処理ですとかセキュリティ、そういった外部の専門家の方たちに

公正取引委員会の職員として、今、一緒に働いてもらっているという状況

にあります。 
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      本日、御説明をさせていただきますこのモバイルOSとかスマートフォン

の分野は、後で詳しく御説明しますけれども、特に、競争をより活性化す

るために開放性を高めていくということによって、他方でセキュリティと

のバランスをどう取っていくかといった論点もございますので、本日、私

の方から、この実態調査報告書の概要について御説明させていただいた上

で、その後に、セキュリティの専門家であるデジタルアナリストの伊藤の

方から、モバイルOSとセキュリティの関係について、専門家の視点から御

説明をさせていただきたいと思っております。 

      まず、この実態調査報告書の概要ですけれども、お手元の資料の１番目

の１ページになりますが、会員の皆様方も恐らく多くの方が日常的にスマ

ートフォンを使用されて、様々なサービスを利用されていることかと思い

ます。例えば御家族ですとか知人の方との連絡ですとか、買物したり、検

索をしたりニュースを見たりとか本を読んだりとか、いろんなサービスが

あるかと思いますが、そういった、特に経済のデジタル化が進んできてい

る中で、様々なサービスを使用するためにスマホが必要不可欠になってき

ています。、特に、利用率をみてみますと全年代で95％、それから利用時間

をみてみましても110分ということで約２時間に迫るといった状況で、生活

必需品と言っても過言ではないような状況になっております。 

      そういった中で、従前からこの分野では、少数のプラットフォーム事業

者による寡占を背景とした競争上の懸念というものが指摘されていたとこ

ろでして、今般、公正取引委員会としてこの市場について実態調査を行い

ました。 

      調査の対象とした市場ですけれども、この資料の下の方に図があります

が、１番下、端末とあります。これはスマートフォンの端末でして、この

端末の中に、モバイルOSとありますのはスマートフォンを動作させるため

に必要不可欠な基本的なソフトウェアである、オペレーティングシステム

というものがありまして、さらに、様々なサービスを利用する上で必要な

アプリをダウンロードするために必要なアプリストアを中心とするアプリ

の流通サービス市場がありまして、１番上の緑色のところがアプリの市場

というふうになっておりまして、この４つのレイヤーからなる、いわゆる
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モバイル・エコシステムを対象として、今般調査を実施いたしました。 

      そして、調査の大きな視点として２つございまして、１つ目が、この下

から２番目のOS、それから、その上のアプリストアを中心としたアプリ流

通サービス。この２つの市場において競争がどの程度行われているのかと

いうことを、消費者アンケートですとか、事業者向けのアンケート、ヒア

リング、様々な調査を通じて多角的な観点から分析をいたしまして、結論

といたしましては、この矢印の右側のところに書いていますように、この

２つの市場は、GoogleとAppleによる寡占的な状況で、十分な競争が働いて

いないという評価をしております。 

      それから、調査の２つ目の視点といたしまして、１番上のアプリの市場、

こちらは、Google、Appleのほかにも多くのアプリのベンダーがアプリを提

供しているわけですが、ここでGoogle、Appleと他のベンダーが競争してい

る中で、先ほどの競争が十分に働いていない、例えばこのアプリ流通サー

ビス市場、こちらでは、アプリのダウンロードに必要不可欠な、例えば

AppleでいいますとApp StoreというアプリストアをAppleが運営しているわ

けですが、このアプリストアを運営している立場を利用して、競争してい

るアプリ市場において、例えば自社のアプリを優遇して他社のアプリを排

除してしまう、そういったようなことが行われていないかどうかといった

観点から調査をしております。 

      もう少し具体的に申し上げますと、例えばこのGoogleの方を御覧いただ

くと、ビジネスモデル、AppleとGoogleを比較すると、大きな違いが一つあ

りまして、いずれも同じようなプラットフォーム事業者ではあるんですが、

AppleがiPhoneを中心とした端末で収益の８割程度を稼ぎ出しているのに対

して、Googleの方は広告収入で収益の８割程度を稼ぎ出しているというこ

とで、そういったことで、例えば広告収入というと、この１番上のアプリ

のところ、検索を皆様方も使われることがあると思いますが、検索したと

きに出てくる、いわゆる検索連動型の広告ですとか、それから、YouTube、

動画配信のサービス、こちらはGoogleが運営していますが、YouTubeを見て

いるときに流れてくる広告、そういったところでマネタイズしているとい

うこともありまして、例えばGoogleにおいて、この１番下の端末のところ
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でその他OEMとありますが、Google以外の社が製造する、国内でもソニーと

かシャープとか、そういったスマホメーカーが製造しているスマートフォ

ンが数多くあるわけですが、そこに自社の先ほどの検索サービスですとか、

それからYouTubeのアプリ、そういったものをあらかじめ搭載するように、

プリインストールと呼んだりしますが、そういったことを行うインセンテ

ィブが強く働く構造にあるということがいえるかと思います。 

      それで、こういった問題について、資料の２ページ目になりますが、１

番左上の方に、自社優遇を通じた競争者排除とありまして、その上から４

番目にプリインストールと、先ほど御紹介したようなお話のほかにも、こ

の１番上のところにありますような、例えばスマホの機能へのアクセスを

制限するとか、その１つ下にあるように、例えばアプリのランキングを表

示するときに、自社のアプリを上位に表示して他社のアプリが下の方に来

るようにといったような形で、自社のアプリを不当に優遇する、そういっ

たようなことが仮にもしあれば、独占禁止法上問題となるおそれがあると

いった考え方を示しております。 

      他方で、その横の課題認識というところに書いてございますように、実

際にそういった問題について、独占禁止法を執行して是正を図ろうとした

場合には、例えば市場画定とか、それから競争上の弊害を立証するために

非常に時間が掛かるということで、最終的な結論を得るまでに相当な時間

を要するということから、こういった独占禁止法違反行為を未然に防止し

たりですとか、それから問題となり得る行為の改善を促したり、そういっ

た観点から、独占禁止法の執行による対応を補完するような対応をしてい

くことが有効ではないかということを、一つ考え方として示しております。 

      それから、もう１つの視点としまして、１つ下のところを御覧いただく

と、先ほど申し上げた、そもそも競争が十分に行われていないOS市場、そ

れからアプリの流通サービス市場、こちらについては競争を活性化してい

くために、例えば参入の余地を拡大するといったような競争政策上の対応

を行っていくことが有効ではないかといった、こういった２つの観点から、

右側に競争政策上の観点からの対応ということで、公正取引委員会として

の考え方をまとめております。 
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      大きく３つありまして、１つ目の先ほどの自社優遇行為を防止するため

に、サードパーティの他社のアプリベンダーなどとの間でのイコールフッ

ティングを確保していくことが重要ではないかということ。それから、２

つ目として、このモバイル・エコシステムにおけるルールメーキングに係

る公正さを確保していくことが重要であるということ。それから最後、３

つ目として、競争が十分に行われていないアプリの流通サービス市場です

とか、モバイルOS市場、こちらで健全な競争環境をしっかり確保していく

といったことが重要であるという、この３つの観点からの対応について提

言をしておりまして、これらの対応については、上から２番目の矢羽のと

ころに書いてございますように、当事会社のGoogle、Appleにおいて取組が

進められることが望ましいものの、その実効性をしっかり確保していくた

めに、必要な範囲で法律による制度整備によって担保していくことが有効

ではないかということを提言させていただいております。 

      提言内容について一つだけ御紹介させていただくと、この下の③の２つ

目の「○」の最後の黒い「・」のところに書いていますように、アプリス

トア、特に、Appleの方はAppleが運営していますApp Storeを通じてしかア

プリがダウンロードできないということになっておりますので、それ以外

の代替的なアプリの流通経路というのを確保していくことによって、この

競争環境、これを確保していくことが重要ではないかといった観点からの

提言をしております。 

      ただし、これに関しては、冒頭申し上げたようにセキュリティ、それか

らプライバシー、そういった観点からしっかりそのバランスに配慮しなが

ら具体的な方策を検討していくことが望ましいのではないかということで、

考え方をまとめております。この関係については、後ほど伊藤の方から詳

しく説明をさせていただきます。 

      最後になりますが、今後の対応といたしまして、独占禁止法上問題とな

る行為、こちら先ほど申し上げたように、この調査の中でも考え方を示し

ているところですが、こういった問題になり得る行為について具体的な案

件に接した場合には、引き続き厳正に対処していくということとともに、

今後、政府全体で、特に内閣に設置されましたデジタル市場競争本部にお
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いて、デジタル分野についてのルール整備に向けた検討が進められていく

ということになっておりますので、公正取引委員会といたしましても、し

っかり連携をしながら積極的にその議論に貢献をしていきたいというふう

に考えているところです。 

      私の方からは以上になります。 

○伊藤デジタル市場企画調査室デジタルアナリスト １枚目のスライドにあるように、

本日の発表では、セキュリティにおける基本原理や、非常に漠然としたハ

イレイヤーの話になるかもしれませんが、セキュリティの概観の話をお話

しさせていただきます。 

      デジタルセキュリティというと結構難しい話もありますが、本日は皆さ

んも分かりやすいと思われる物理的な鍵とドアのセキュリティを例にお話

しさせていただきます。 

      その後、セキュリティの基本原理と、その基本原理にも例外があるとい

う話をさせていただきまして、では、それがモバイルOSのセキュリティの

文脈だとどういうふうになるのか、現状のアプローチがどういうものなの

か、そして、競争の観点を盛り込んだ新たなバランス構築のためにはどう

いう考え方があるのかということについてお話しさせていただきます。 

      ２ページ目のスライドです。実際、物理世界、現実世界のセキュリティ

において、鍵なしで資産を守るのは非常に効率が悪いです。例えば、資産

を守るとして、鍵なしだとしても、人里離れた倉庫に資産を隠すみたいな

アプローチはあるとは思いますが、それは非常に不便で、使う側として効

率が悪いです。 

      また、信用できる人に常に24時間守ってもらうみたいなアプローチもあ

ると思いますが、それをやろうとすると、例えば３交代制で信用できる人

を３人選任させるとなると非常にお金も掛かります。選任する人がそこま

で信用できない場合においては、常に２人雇ってお互いに監視させようみ

たいな話になることもあり、その場合は最低６人以上必要になってさらに

お金が掛かります。 

      しかしながら、そんなことを実際には、我々はやっていません。その代

わりに、窓であれば内側から施錠して、その上で出入口を外側から施錠し
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て、その施錠した鍵だけ守っている。このように守る物を小さくし、その

鍵を守ることで家の中の資産全部を守ることができ、先ほどのアプローチ

に比べれば非常に効率的になります。鍵は持ち歩くこともできますし、鍵

を自分で管理することも可能です。 

      ここで、この物理鍵で鍵をするというのはどういう効果があるのか、ち

ょっと考えてみますと、元々、人が物を管理する能力は有限で、手の数に

も限りがありますし、人が背負えるものとか持ち運べるものというのはそ

んなにたくさんない。自分の資産を全て持ち運ぶようなことはできない。

資産が多ければ多いほど、全ての資産をそのままダイレクトに管理するの

は難しくなると。 

      しかしながら、資産が増えても鍵だけ管理しろというのであれば、そこ

まで難しくないでしょうと、この鍵というものがあるおかげで、自分が守

る資産に対して自分が掛ける労力というのが少なくて済むということがあ

ります。 

      これをちょっと言い方を変えますと、人間の管理する能力を非常に増幅

するというのが、セキュリティの仕組みである「鍵」というものの効果で

す。こういう鍵があるからこそ、人間は大量の資産を管理することができ

るというようなことになっています。 

      ５ページ目に行きますが、次に、セキュリティの基本戦略として、先ほ

ど小さくするのが便利というお話がありまして、純粋なセキュリティ文脈

からいうと、保護対象を小さくしないと防御側は攻撃側に負けがちという

のがあります。 

      先ほどの家の例でお話ししますと、攻撃側は好きな環境やタイミングに

攻撃したり、特定の時間に人をたくさん集中させたりして攻撃するという

ようなことができる一方、防御する側は常に備えていなければいけない。

そうすると、攻撃側の掛ける労力と防御側の掛ける労力というのが、非対

称になってしまうんですね。一方で、守るものを小さくすればするほど、

守る側は常に小さいコストで守ることができ、攻撃側が攻撃しようとする

と大きなコストが掛かってしまう。そういうふうなコストの非対称性とい

うのを防御する側に有利に持っていくというのが、セキュリティの基本戦
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略として非常に重要です。 

      守る対象を小さくするというのは、サイズを小さくするということ以外

にも、例えば分散して５か所とか10か所とかで保管するのでなく１か所だ

けに保管するとか、保護対象の資産を利用する回数を減らすことで攻撃す

る人が攻撃しやすいタイミングを減らすとか、保護対象の資産を利用する

権限を持つ人数を減らすとか、いろいろとあるんですけれども、純粋なセ

キュリティ文脈からいうと、小さくするということは非常に重要です。 

      今までは物理の話でしたけれども、ITの話になると、ITセキュリティに

おいても保護対象を小さくするということが非常に重要です。ここでは、

保護対象を大きくし過ぎると、管理し切れなくなったりとか、値段が掛か

り過ぎたりとかして、保護機構自体が破綻したりすることもあるので、セ

キュリティだけ考えると小さくしたいという観点があります。また、保護

対象を大きくすれば大きくするほど、ビジネス環境の変化等への対応能力

が低下するという傾向もありますので、できるだけ保護対象を小さくして

ビジネスアジリティーみたいなものを上げるというのも、一つの戦略とし

てあります。 

      ここまでが基本戦略の話なんですけれども、注意していただきたいのは、

今までの話はあくまで基本戦略でして、小さくすれば常にいいかというと、

そうでもなく増やすこともある。例えば、家の例でいいますと、利便性を

目的としてとか、防災上の観点から、出入口であったり非常口を増やした

り、窓を増やすこともある。セキュリティ上、入口が１つというのが一番

守りやすいからそうしますかといったら、実際の家は大概窓があり、出入

口が複数ある家も多いと思います。これは純粋なセキュリティではなくて、

利便性の目的や、防災上の目的から保護対象を増やしています。 

      また、BCPやリスクコントロールの目的や監査基準等の要求から、資産を

複数の倉庫に分散して保管するということを要求されたり、実際にやって

いたりとか、あと、紛失対策として合い鍵を作成したりとか、暗号鍵だっ

たらバックアップを作成するということをやっている。これは、純粋なセ

キュリティ文脈からいうと、セキュリティは下がってはいるんですね。下

がっているんですけれども、何らかのほかの恩恵があるからそうしている。 
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      また、内部不正対策を目的として、異なる２人が同時にその場にいない

と開かないようなドアみたいなのもあったりするんですけれども、そうい

うものを導入したりもする。 

      これらの例は、セキュリティ上の要請というよりは、社会からの要請に

より保護範囲を拡大しているというふうにみることもできますし、実際、

こういう保護範囲を拡大するということは、十分な恩恵が期待できれば、

ビジネス上、妥当なこともあります。 

      ここまでお話しして、次にモバイルOSのセキュリティという８ページに

行きます。モバイルOSのエコシステム設計における現状のバランスがどう

なっているかという話なんですけれども、モバイルOSのエコシステム設計

においても、先ほどのお話にあったような、保護範囲を増やすというプラ

クティスは既に行われているというのが僕の理解です。 

      例えば、左側ですけれども、現状、多くのデベロッパがアプリを開発で

きています。また、様々な属性の人、老若男女、障害を持つ人も利用でき

る。また、多様な専門性、機能を持たせていろんなことがスマホではでき

る。これを純粋なセキュリティだけ考えるのであれば、デベロッパが開発

できるようにしないで、OS提供事業者しかアプリが開発できないとか、専

門知識を持つ人しか使えないとか、使うことを想定していないとか、単機

能な機能しかサポートしていないようなものとした方が、セキュリティは

非常に高くしやすいんですね。 

      しかしながら、自社モバイルOSの競争力確保のために、いろいろな機能

を使えるようにしている。こういうある程度広い保護範囲にも対応できる

ようにしている。それを前提として、できるだけ、一般の方には魔法みた

いにみえちゃうかもしれないですけれども、暗号技術とかセキュリティ技

術とかを利用して、保護対象をより小さくしたりしている。特定のアプリ

ストアのみ許容したりとか、より厳格なセキュリティルールをエンフォー

スしたりとかいうことをしている。 

      次のページに行きますけれども、先ほどお話ししたように現状のモバイ

ル・エコシステムにおいては保護範囲を拡張する方向のものが、自社モバ

イルOSの競争力確保のためにはいろいろある。一方で、例えばなんですけ
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れども、競争の観点から、アプリ流通経路を多様化するというのを、９ペ

ージのこの左側に乗っけるというのは、あり得るオプションなのではない

かとも考えています。 

      ここで、アプリの流通経路を多様化すると、保護範囲がどうしても増え

てしまうので、アプリ流通経路をより限定している場合に比べて、セキュ

リティ確保の労力は増えることは予想されます。しかしながら、アプリの

流通経路市場での競争を確保した上で、セキュリティ設計を行うことが不

可能であるかというと、そうではないのではないかと思います。 

      ここでのアプリ流通経路の多様化というのは、１か０かみたいな話では

なくて、例えば、一般ユーザーが純正アプリストアのみ利用可能とすると、

これが最も多様性が少なくて労力が少ないものになります。それに比べて、

より多様性が高く労力が増えるものとして、特定の事業者のみがインスト

ールできる、特定の要件を満たすアプリストアを利用可能にする方法であ

ったりとか、一般ユーザー自身がインストールできる、特定の要件を満た

すアプリストアも利用可能とする方法であったりとか、一般ユーザー自身

がインストールした、任意のアプリストアが利用可能とする方法であった

りとかもあり、オプションはたくさんあると思います。 

      11ページに行きますけれども、多様化すればするほど、どうしてもセキ

ュリティ確保のためのコストが上がることが予想されるため、セキュリテ

ィ確保のための仕組みを導入したりであったり、別のところで守るところ

を減らしたりとかでコストを下げなければいけなくなるかもしれません。

これは例えばですけれども、今のスマホの機能というのは本当にいろいろ

あるんですけれども、本当にその全ての機能が必要なのかという事に立ち

返り、一般ユーザーが可能な行為を減らすみたいなアプローチもあるかも

しれない。また、機器が提供する機能を削減するとか、アプリの開発者に、

より厳格な行動指針みたいなものに沿ってもらうみたいなアプローチもあ

るかもしれません。 

      まとめとしましては、やはりこういうセキュリティ確保のためには、バ

ランスが大事なのではないかと思っています。保護のスコープや保護対象

を拡大し過ぎるとコストがどんどん膨らんでいって、実際にサービスとし
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て成立しないぐらいのコストに膨らむということもあり得る。 

      しかしながら、ある程度であれば、もしかするとセキュリティ確保のコ

ストというのはそこまで変わらないということもあるかもしれない。そう

いうことを検討する上で、社会の要請を規制に盛り込むためにも、技術に

関する深い理解が必要だとは思っております。ここで難しいのは、現状に

おいては、例えばこのバランスを変えたいという話になったとしても、ど

の程度コストが掛かるかというのは、外部から判断することができない。

外部というのは、一般の消費者からもそうですし、政府からも判断するこ

とができない。どのようなバランスが適切であるのかを判断するためにも、

モバイルOS提供事業者から、ここでは政府にという文脈なんですけれども、

政府に十分な情報提供をしていただいて、その上で適切なバランスを見極

めていくのが大事なのではないかというのが、結びとなります。 

      以上になります。 

○柳川会長 ありがとうございました。 

      それでは、ただいまの御説明に対する御質問、御意見について、事前に

登録された方から順次指名しますので、御発言をお願いいたします。なお、

事前登録以外の方についても御質問、御意見ございましたら会場にいらっ

しゃる方は名札を立てていただく、オンラインの方は挙手ボタンを押して

いただいて、御発言希望がある旨をお示しいただければと思います。 

      それでは、まず依田会員からお願いいたします。 

○依田会員 京都大学の依田高典でございます。御報告ありがとうございます。本日

はオンラインから失礼します。 

      １点、こちらはコメントでございます。事業者、消費者に精細なアンケ

ート調査を実施し、現場の声を拾っていることが大変高く評価できます。

私は内閣官房のデジタル市場競争会議の方で民間議員を務めておりますが、

今回の調査報告書は大変貴重なエビデンスであり、そちらでもしっかりと

共有させていただきます。 

      特に、行動経済学的な観点から消費者の回答が大変私には興味深く、一

方で、セキュリティやプライバシーに対して消費者が大変強い懸念を持っ

ていながら、他方でブラウザや検索エンジンについてデフォルトの選択を
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したいという考えを持っていることが分かり、このセキュリティと選択と

いう点で、認知的不協和な傾向が観察されます。 

      そうした観点から、従来にないような事前規制型の競争政策と、また、

プライバシー権を重視した消費者政策を一体となって運用していくような

取組が重要になるかと考えています。公正取引委員会も、消費者に対する

優越的地位の濫用に関する考え方をまとめているのも、そうした取組の１

つであると思います。 

      プライバシー権の分野で自己情報コントロール権という考え方がありま

すが、複雑なデジタルサービスの世界では、消費者が本当に合理的に自己

情報、パーソナルデータを自己決定できるかどうかについては、私個人は

疑わしく考えておりまして、仮にサービス開始前に一括の事前同意を与え

たからといって、免罪符的に消費者が現状に満足しているということの理

由になるとは思っておりません。 

      そのような場合に、パーソナルデータを独占的に保有する巨大プラット

フォーマーがパーソナルデータを適正に取り扱っているということを、求

めに応じて消費者、あるいは消費者の委託を受けた団体等に対して説明す

る責任を負うと考える、言い換えれば、プラットフォーマー側が適正な自

己情報の取扱いができているということの立証責任を負うことは、競争政

策と消費者政策のあるべき融合であろうと考えております。 

      以上、私からのコメントでございました。ありがとうございました。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      続いて、野原会員、お願いいたします。 

○野原会員 ありがとうございます。野原です。 

      私からは３点、コメントと質問をさせていただきたいと思います。 

      その前に、全体としまして、丁寧な調査をしていただいていると思いま

す。調査方法については、アプリ提供事業者に対する調査、消費者に対す

る調査、モバイルOS提供事業者と取引関係のあるスマートフォンメーカー

等へのヒアリング調査も実施しているだけでなく、オーストラリア、英国、

欧州の競争政策担当機関と意見交換をしておられます。また、冒頭の御説

明でも、全体のスキームが分かりやすく整理されているという点もすばら
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しいと高く評価します。 

      そして、セキュリティに対する考え方についての御説明についても、分

かりやすく説明していただいたと思います。私は、サイバーセキュリティ

戦略本部で本部委員をさせていただいておりますが、サイバーセキュリテ

ィについての具体的なイメージをどうやって一般に理解してもらうかとい

うのはなかなか難しく、御苦労されながら御説明いただいたと思います。 

      そういう意味で内容には賛同しますが、結果として公正取引委員会が今

後どのように機能していくかと考えると、若干疑問を感じる点があります。

そういう観点で、３点ほど質問させていただきたいと思います。 

      １点目は、２ページ目下段に「公正取引委員会の今後の対応」があり、

４点目に、各国・地域の競争当局等との意見交換を更に活発にやって連携

していくと書いてあります。これは大変重要な観点です。AppleもGoogleも

グローバルに事業展開をしているので、各国・地域の当局間で連携をする

ことが重要で、単独で決議をしてもなかなか実効力が出ないと思いますの

で、しっかりやっていただきたいと思います。 

      質問としては、今回の調査方法にも各国・地域との意見交換をされたと

書かれていますが、具体的にどのような意見交換や連携をされたのでしょ

うか。そして、それが調査の取りまとめにどのように反映されたのか教え

ていただけますでしょうか。 

      ２点目としては、取りまとめの最後に「公正取引委員会の今後の対応」

として、報告書の内容を周知していくと書かれていますが、今回のテーマ

となっているGoogleとApple社に対しては個別に内容を説明しに行かれるの

でしょうか。そして、直接意見交換する等の行為はされるのでしょうか。 

      そして、３点目ですが、セキュリティに関する考え方についてです。考

え方としては非常によく分かりますが、セキュリティと競争環境整備には

相反する関係があり、それらのバランスを適切に取った上で、競争環境と

しての適切性を判断、評価すべきですけれども、具体的にどのように適切

性をチェックできるのでしょうか。セキュリティ対策を強化するにしても、

個別に具体的に指示するわけではないと思います。そのあたり、公正取引

委員会として、どのような対策ができるのかという点について教えてくだ
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さい。 

      例えば、Apple社はデバイスもOSもアプリプラットフォームもアプリも審

査も自社で行い、幾つかのアプリも提供している。一気通貫、全レイヤー

を排他的に構築しているため、セキュリティは高い。そのような考え方に

対して、今後どのように対応していくのか教えていただけますでしょうか。 

      以上、３点よろしくお願いします。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      二村会員も事前登録されていらっしゃいますので、そちらを伺ってから

まとめて事務局の方にお答えいただければと思います。 

      それでは、二村会員、よろしくお願いいたします。 

○二村会員 御指名ありがとうございます。 

      私は、サイドローディングについては慎重な立場から発言をさせていた

だきます。サイドローディングについては、スマートフォンOSの寡占状態

を緩和する方向には働くと思っておりまして、競争上の効果は期待できる

と思います。 

      一方、スマートフォンアプリの利用においては、セキュリティやプライ

バシー保護が重要で、現在のApple、GoogleのOSでセキュリティやプライバ

シー保護に力を入れている結果として、アプリの信頼性が担保されている

というのも事実だと思います。 

      サイドローディングを認める、あるいは広げていくということになりま

すと、やはり現在のアプリストアと同レベルのセキュリティを担保するこ

とが必須であるというふうに考えます。と申しますのも、スマートフォン

はPC以上に個人情報やプライバシーと紐づいたデバイスであり、この点へ

の信頼が揺らぐということは社会的にも大きな損失になるというふうに思

います。 

      これが１点と、ただ、このようなことを前提とするならば、このアプリ

ストアの登録に当たっての優越的地位の濫用があってはならず、むしろ、

その点については厳正に調査や規制・指導等は行っていただきたいと思い

ますし、消費者のスイッチングの促進というのは、限られた中ではあって

も大切だと思います。スマートフォンを乗り換えたときにデータが使えな
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いとか、同じアプリが使えないということになると、消費者の選択の範囲

が狭まり、囲い込みとなります。そうした観点からのルール形成や監視等

も必要になってくるのではないかと思います。 

      そういう意味では、今後の対応の１番にあります、独占禁止法上問題と

なる具体的な案件に接した場合の対処というのには期待をするところであ

ります。 

      以上です。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、事務局の方から説明、お願いいたします。 

○稲葉デジタル市場企画調査室長 コメント、御質問、どうもありがとうございまし

た。 

      まず１点目の依田先生、どうも御指摘ありがとうございました。競争政

策とプライバシー、それから消費者保護政策の融合という、非常に大局的

な見地からの御意見いただきましたが、先生からも御指摘のあったとおり、

我々公正取引委員会といたしましても、例えばこのデジタルプラットフォ

ーム事業者による消費者に対する不当なデータの取得ですとか利用、こう

いったものについては、優越的地位の濫用の観点からガイドラインをまと

めて示してきたといったこともございますが、引き続きそういった視点も

よく重視をしながら、このデジタル市場における競争上の問題に対応して

いきたいというふうに考えております。 

      それから、野原会員からいただきました御質問１点目、まず海外競争当

局との連携に関して、本件調査で具体的にどういった連携、意見交換を行

って、どういった効果があったかという御質問でしたけれども、具体的に

は、このまずモバイル・エコシステムにおける競争上の問題、これはグロ

ーバルな問題として各国の競争当局、競争当局だけでなくて各国の政府の

方で同じような観点から議論が進められているところです。 

      そういった中で、特に我々この調査をしている段階では、イギリス、そ

れからオーストラリアなどは同じようなモバイル・エコシステムについて

の調査をしてきたということもありましたので、そのあたりの知見をお互

いに共有しながら調査を進めていったといったことですとか、また、今後
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の話として、日本でもこれからルール整備について議論が進められていき

ますが、特に欧州、ヨーロッパの方では、世界に先駆けてデジタル市場法

という新しい法律ができましたし、また、イギリスとかオーストラリアの

方でも同じような規制を新しく導入する方向で議論が進んでいますので、

そういった今後のルール整備も見据えて各国でどういった形で今後規制を

進めようとしているのかといったところなどについて意見交換をして、そ

れを踏まえてこの報告書をまとめたということですし、あと、特に今週も

ICNといって海外の競争当局が集まる国際会議が東京で開催されたんですが、

その場でも私もそこに出席をして、今申し上げたようなイギリスですとか

アメリカ、EU、そういった競争当局と今後のルール整備に向けた各国の対

応の状況などについて議論してきたところでして、引き続きそういう形で

連携をして進めていきたいと考えております。 

      それから２つ目の点は、Google、Appleとの関係で、この調査を進めてい

る段階から密にコミュニケーションを取って、当事会社であるGoogle、

Appleの意見を聞きながらこの実態の把握を進めていったということでして、

今日はちょっと時間の都合であまり御紹介できませんでしたが、報告書の

中にはGoogleとAppleからの主張というのも丁寧に拾って記載をしていると

ころでして、そういった形でこの報告書を作成していく段階でもコミュニ

ケーションを取りながら進めてきておりまして、もちろんこの報告書をま

とめたところで、GoogleとAppleに対してもしっかり、この報告書について

こういうことを今回公表したということで伝えているところです。 

      それから、最後のセキュリティと競争のバランスについて、特に具体的

にどう評価するのかということ、こちらについて二村会員からも特にサイ

ドローディングについての御指摘がありましたので併せて回答いたします

と、特にAppleに関しては、アプリストアがAppleが運営するApp Storeに限

定されていて、ほかにアプリをダウンロードする流通経路がないというこ

とで、こちらについてどういうふうに開放性を高めて競争を入れていくか

ということについては、今後、政府全体で新しいルール整備についての検

討を進める中で、具体的にどういった手法が適当であるかというところを、

セキュリティのバランスも配慮しながら検討が進められていくということ
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になっています。 

      もう少し具体的に申しますと、サイドローディングというと、アプリス

トアからダウンロードするのではなくて、ブラウザを使ってウェブから直

接ダウンロードするということなので、こちら、Appleが通常、アプリの審

査をしますけれども、そういった審査を経ずにアプリをダウンロードする

ということで、相対的にセキュリティのリスクというのは、サイドローデ

ィングの場合には高くなる傾向にあるのかなと思っておりまして、我々と

しても必ずしもサイドローディングが必要だというふうに申し上げている

わけではなくて、セキュリティとのバランスをしっかり配慮しながら代替

的な流通経路を確保していく必要があるのではないかということで、例え

ばAppleがやっているApp Storeと同じようにセキュリティが保てるような、

別の企業が運営するアプリストアを通じてアプリをダウンロードできるよ

うにするといったことが可能かどうかとか、その場合にアプリストアの運

営を担う別の企業というのがしっかりした企業で、Appleと同じようにアプ

リの審査を通じてセキュリティもしっかり確保できるかどうかと、そうい

ったところなども踏まえながら今後具体的な方策を検討していくというこ

とになっております。セキュリティについては、冒頭、依田先生からもあ

りましたけれども、我々の実態調査の中でも消費者がセキュリティを非常

に重視しているということはよく分かりましたので、我々もしっかりその

点踏まえながらやっていきたいと思っております。 

○柳川会長 ありがとうございます。では、少し時間が押しておりますので、次の議

題であります「適正な価格転嫁の実現に向けた取組」について、守山企業

取引課長と山本優越的地位濫用未然防止対策調査室長から御説明をお願い

いたします。 

○守山企業取引課長 取引部の企業取引課長でございます守山でございます。日頃か

ら大変お世話になっております。 

      私の方からは、若干時間の方押しておりますけれども、適正な転嫁円滑

化施策の関係で、これまでの直近の取組と今後の方針について、山本室長

とともに御説明の方をさせていただこうと思います。 
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      では、まずお手元に出ております資料でございますけれども、こちらに

書いてございますとおり、独占禁止懇話会におきましても、これまで累次、

御説明させていただいてきたこの転嫁円滑化施策の取組でございますけれ

ども、一昨年、政府全体においてこの転嫁円滑化施策パッケージというも

のを取りまとめ、それ以降、公正取引委員会としても取り組んできている

ところでございます。 

      細かな説明は省かせていただきますけれども、大きな柱としてはこの下

に書いてございますように３つございます。価格転嫁円滑化スキームとい

う、これは事業所管省庁、中小企業庁を巻き込んで政府全体で取り組んで

いくという仕掛けでございますし、加えて、個別法執行強化ということで

独占禁止法の執行強化、下請法の執行強化、この３本柱でございました。 

      これらについて、私の方からは特に直近の取組ということで、まず御指

摘させていただくのが、１番目の価格転嫁円滑化スキームという枠組みに

基づいて、とりわけ経済産業省、国土交通省といった事業所管省庁と連携

しながら、法違反の問題の多い19業者についての自主点検というのを着実

に進めてきたところでございます。 

      資料１ページに戻っていただければと思うんですけれども、２番目の独

占禁止法の執行強化ということでは、こちらも年末の報道等、皆様もお聞

き及びだったと思いますが、独占禁止法の優越的地位濫用規制に関する緊

急調査ということで、こちらの調査結果について昨年12月に事業者名公表

という取組も含めて公表させていただいたところでございます。 

      総論的に申し上げると、これらの結果については、それぞれ各種報道な

どでも大きく取り上げられたわけでございます。さらに、私ども公正取引

委員会のこういった取組も踏まえて、経済３団体におかれても本年１月13

日であったかと思いますが、パートナーシップ構築宣言の実効性向上に向

けてという会員企業向けの要請文書を発出され、この積極協議の徹底とい

ったところを打ち出されたといった状況でございます。 

      それでは、引き続き各論ということで、まず私の方から自主点検につい

て御説明させていただきます。ページは若干飛びまして、６ページ目を御

覧いただけますでしょうか。 
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      自主点検に関しましては、この下請法違反行為が多く認められた19業種、

こちらに掲げられている業種を対象に実施されました。ちょっと個別のと

ころは時間の関係で割愛させていただきますが、こういった業種について、

事業所管省庁としっかり連携をして、この法遵守状況についての自主点検

を傘下の事業者、こちらは匿名で情報提供をお願いしたわけでありますけ

れども、自主点検を行ったというところであります。 

      中身のところは次のページを御覧になっていただけますでしょうか。７

ページです。 

      こちらに書いてありますとおり、法遵守状況の点検ということで、発注

者の立場でちゃんとしているかどうか、問題ある行為を行っているかいな

いかといったところについての自主点検、自主申告、アンケートの回答提

出をお願いしたというところでございます。 

      対象となった19業種において、平均と比べて高いか低いかというような

ところで、注意喚起も込めて業種については例示をさせていただいている

ところでございます。報告書本体では各業種の回答数字についても全て分

厚い報告書になりますが、出しているところであります。 

      御覧になっていただくとおり、この、おおむね転嫁できているかどうか

という質問に対する回答割合ということで低い傾向が出ているのは道路貨

物運送業と映像コンテンツ業、情報サービス業、いわゆるソフトウェア制

作業、こういったところがここの自主点検でも低いといったようなところ

でありますし、その次の、問題となるおそれのある行為の経験についての

質問も、この点検では行ったわけでございます。 

      こちらの問題となるおそれのある行為については、後ほど山本室長から

も言及がありますけれども、この法律上問題に当たるおそれがあるという

行為で、価格を据え置く行為というものを昨年の年始から下請法運用基準

の改正などで明示をさせてきていただいてきたわけでございます。こうい

った基準上の行為について該当したことがあるかどうか、そういったとこ

ろについてもこの自主点検でお聞きしたところでございまして、こちらに

ついても資料に入れさせていただいているように、先ほどと同様でありま

すが、道路貨物運送業、映像コンテンツ業、情報サービス業といったとこ
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ろについて、明示に協議しないで取引価格を据え置いたことがあるといっ

た回答割合が他業種と比べても高いといったような、そういったところが

浮かび上がってきているというようなところでございます。 

      引き続きまして、山本室長から緊急調査の結果及び今後の取組、今後の

取組につきましては、この価格交渉促進月間が始まったこの３月１日に本

年のアクションプランということで、今後の取組方針についても応用させ

ていただきました。その点も併せて山本室長から説明の方をさせていただ

きます。 

○山本優越的地位濫用未然防止対策調査室長 それでは、引き続きまして、私の方か

ら優越的地位の濫用に関する緊急調査の結果等につきまして御報告させて

いただきます。 

      まず、１つ目の箱に書いてありますとおり、先ほどの課長からの話でも

ありましたが、転嫁円滑化施策パッケージで書かれた内容を踏まえて、ま

ずは下請法運用基準を令和４年１月に、そして独占禁止法Ｑ＆Ａに関する

改正を令和４年２月にさせていただきまして、この独占禁止法Ｑ＆Ａに該

当する行為が疑われる事案に関する実態を把握するために、令和４年６月

緊急調査を実施いたしました。 

      独占禁止法Ｑ＆Ａとは何ぞやというところになりますが、これは次の２

つ目の箱になります。要は２つの行為、①と②でございますけれども、価

格協議の反映の必要性について、価格交渉の場において明示的に協議する

ことなく従来どおり価格を据え置くこと、そして、２点目として、要請が

あって価格を据え置く場合には必ず文書等、電子メールでも結構なんです

が、そういったものをきちんと相手に渡すこと、こういったことを優越的

地位にある者がやった場合には問題となるおそれがありますよ、というこ

とで、明記させていただいたものでございます。 

      １点目につきましては、今回の調査でも受注者の立場からは失注や転注

が怖くて要請すらできないとか、発注担当者に感触を探ったけれども、す

ぐに断られて、要請そのものを会社として断念してしまったといった声、

また、そもそも話を聞いてもらえないとか、はぐらかせるといった声が上

がっておりました。 
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      このように、多くの場合は受注者側からは言い出しにくい状況にあると

いうことから、積極的に発注者から協議の場を設けることが大事であると。

特に現下のような原材料価格等のコスト上昇の状況を踏まえれば、明示的

な協議を行わないで価格を据え置くことも優越的地位の濫用として問題と

なり得ることから、Ｑ＆Ａで事例として明示したものでございます。 

      また、２点目でございますけれども、これも受注者の立場からですけれ

ども、値上げ要請を申し入れても半年以上音沙汰がないとか、申入れをし

て担当から了解をもらったにもかかわらず、よくよく結果を注文票で見る

と価格の変更がないといった声が寄せられておりました。 

      このように、書面で回答をもらっていれば不誠実な対応とはなり得ない

ところ、据え置く場合はきちんと書面で回答することが大事であるという

ことで、優越的地位の濫用となり得ることを事例として明示したものでご

ざいます。 

      ３点目の箱でございますけれども、この前に、公表方針につきましては、

10月４日に官邸で開かれた新しい資本主義実現会議において、公正取引委

員会古谷委員長から説明を行いまして、更に翌10月５日には事務総長定例

記者会見で事務総長から説明をし、ウェブサイトにもその内容を掲載させ

ていただいたところでございます。さらに、この箱に書いてありますとお

り、閣議決定においても総合経済対策ではありますけれども、公表につい

て明記されたというものでございます。 

      次のページにまいります。 

      実際にどのような調査を行ったのかということで、調査手法について書

かせていただきました。 

      １点、まずは受注者側に対して８万社に対して書面調査を実施しました。

そして、要請の有無にかかわらず、取引価格が据え置かれており、事業活

動に影響が大きい事業者名を挙げてくれ、ということで求めたところ、１

社でも受注者から名前が挙がった発注者が4,573社存在いたしました。この

4,573社に加えまして、関係省庁ヒアリングや事業団体ヒアリングでなかな

か価格転嫁がうまくいっていないという情報を得られた業種を中心に、

25,000社を加えまして３万社に対して書面調査を実施しまして、そしてコ
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ストの転嫁状況等について回答を頂きました。 

      同時並行で、７月から12月にかけてこの情報を基に306件の立入調査を実

施いたしました。また、令和４年９月以降、4,573社の中で、名前が挙げら

れた数が多い発注者50社をまず抽出しまして、更にその中でも数が多いと

ころ、また違反歴のあるところ、そして具体的な情報が寄せられていると

ころ、こういったものを総合勘案しまして、必要に応じ立入調査、報告命

令等を含めた詳細な個別調査を実施いたしました。 

      次のページにまいりまして、その結果でございますけれども、まずは

4,030社に対して注意喚起文書を送付いたしました。この表につきましては、

4,030の内訳のトップ33の業種の表でございます。そして、個別調査、詳細

な調査の結果、多数の取引先について独占禁止法Ｑ＆Ａの①の行為に該当

することが確認された13の事業者につきましては、その事業者名を公表し

たということでございます。 

      次のページにまいります。 

      これは、調査票での情報を基に、サプライチェーンにおいてうまくいっ

てないと思われる例について挙げさせていただいたものでございます。こ

の矢印は発注を意味しておりまして、逆にいえば下から上に、１番下の事

業者が直上の発注者に、そして、その直上の発注者も受注者の立場として、

その更に直上の発注者に対して価格転嫁の対応がうまくいけてないという

事例を表したものでございます。これにより、取引の負の連鎖が見える化

できたかなというふうに考えております。 

      次のページにまいります。 

      今後の取組でございますが、まず１点目としては厳正な執行をやってい

く、そして２点目としては、独占禁止法Ｑ＆Ａ、下請法運用基準の普及啓

発活動に更に力を入れていく、そして３点目としては、転嫁円滑化に向け

た調査等の継続実施を行っていくということを書かせていただきました。 

      それを踏まえまして、あと、先ほど課長から説明があった自主点検の結

果を踏まえまして次のページ、令和５年中小事業者等取引公正化推進アク

ションプランについて、３月１日に公表させていただきました。大きな柱

は独占禁止法執行の強化、下請法執行強化、そして周知徹底でございます。 
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      まず１点目、独占禁止法でございますけれども、１つは緊急調査の結果

等を踏まえまして、来年度の転嫁円滑化に向けた調査を予告したというも

のでございます。この中では、調査対象期間や労務費はなかなか転嫁が難

しいという声を踏まえて、労務費率の高い業種の対応強化、そしてそのボ

リューム感などを掲載させていただきました。 

      また、フォローアップについても実施することを予告しております。事

業者にはしっかりと取り組んでいただきたいですし、公正取引委員会とし

てもしっかり取り組んでまいりたいというふうに考えております。必要な

対応を取りつつ、年内に調査結果を取りまとめる予定であることもここで

書かせていただきました。 

      ２つ目は、荷主と物流の調査でございます。毎年実施してきている調査

ではございますが、昨年は新たに立入調査を行いました。この取組を大幅

に拡大して、価格転嫁の対応を強化することを予告させていただきます。

また、昨年初めて毎年公表している活動状況とは別に独立して公表を行い

ました。今年もそのような形の公表を検討しているところ、５月目途で結

果を取りまとめて公表する予定でございます。 

      次に、②の下請法の執行強化でございますが、今年度の重点業種は道路

貨物運送、金属製品製造業、生産用機械器具製造業、輸送用機械器具製造

業でございました。来年度も重点業種を、今年度の結果も踏まえて策定、

選定する予定でございます。 

      また、再発不十分な事業者への周知徹底、これも来年度も引き続きやっ

ていきます。そして、自主取組のフォローアップ、これにつきましては、

来年度の12月目途で取りまとめる予定ということでございます。 

      ３点目は周知徹底でございます。これも従来どおりプラスアルファで、

ウェブサイトなどを通じた周知等も実施していきたいということで書かせ

ていただきました。 

      最後のページになります。これはちょっと緊急調査とはちょっと異色な

んですけれども、これもパッケージで盛り込まれて対応することが書かれ

ていたものでございます。このスタートアップをめぐる取引に関する調査

結果につきましては、緊急調査の直前の12月23日に公表したものでござい
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ます。 

      公正取引委員会としてもスタートアップについても注目しておりまして、

令和元年頃からスタートアップ関係の調査をもろもろやっておりまして、

ガイドラインにつきましても制定するなど対応してきたものでございます。

それが①の箱に書いてあることでございます。 

      そして、昨年３月に出資も含めたガイドラインが改めて作られまして、

これに即した質問立てをして調査を実施したというのが②でございます。

結果として③でございますが、問題につながるおそれのある行為に対して

注意喚起を行いつつ、また、スタートアップから情報提供をもらったもの

の接触を控えてほしいと言われた事例については把握して、それについて

も事例として掲載させていただきました。 

      また、３点目として、調査の過程で得られた中小企業庁の契約書のひな

形についてのガイドラインに沿った対応の要請を行いました。 

      また、④の箱でございますが、追加で電話で調査を行いまして、ガイド

ラインの認識等について調査したところ、年数の浅いスタートアップほど

やはりガイドラインを知らない、他方で認識しているスタートアップはう

まくこのガイドラインを活用して立ち回りをしているという事例を把握し

ました。 

      評価としては⑤でございますが、やはり年数の浅いスタートアップはガ

イドラインを知らないと、また、大企業でも末端まで理解が届いていない

ということを確認しましたので、周知活動を徹底することなどの対応を取

ることとしまして、その⑥に書かせていただきました。これに基づいて、

３月上旬までに事業者団体を通じた周知や、スタートアップへの直接のメ

ールでの周知等を実施したところでございます。 

      私からは以上でございます。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、事前登録をしていただいている細田会員からお願いいたしま

す。 

○細田会員 ありがとうございます。私は、商工会議所から本会議に参加させていた

だいております。これまでにも何度か意見しているとおり、先ほどのお話
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にもございましたが、日商でもパートナーシップ構築宣言の活動を進めて

おります。現在２万社近いところが署名をしており、順調に機能している

と思います。 

      しかしながら、実際に商工会議所の会員は、中小企業や零細企業も非常

に多く、現在の原材料やエネルギー価格の高騰、人手不足を受けた賃上げ

意識の高まりや人件費の高騰といったコスト増をきちんと転嫁できている

かというと、実際にはできてないというのが実情でございます。 

      日商でも、2022年度に賃上げを行った企業について調査したところ、７

割以上の企業が、業績の改善がみられない中で物価上昇などに対応して防

衛的な賃上げを行っているという結果でございました。また、９割以上の

企業においては、コスト増加分の価格転嫁が十分には進んでいないという

結果も出ております。中小企業といいますと、厳しい状況の改善に向けて、

「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」

に基づく取組を通し、実効性を今後も高めていっていただきたいと思いま

す。 

      そうした中、大変気になっているのが、資料７ページのところです。価

格転嫁の状況の認識について、発注者の立場ではおおむね転嫁を受け入れ

ているが、受注者の立場では転嫁できていないというギャップが非常に問

題なのだと思います。それぞれの立場で必要性や認識が違うというところ

が問題だと考えており、両者の協議の場を設けていく必要があると思いま

す。 

      それから、12ページのサプライチェーンにおける価格転嫁の状況という

図が、非常に興味深いと思っております。私の会社は食品関係で、BtoCの

商品が非常に多く、非常に複雑な多重構造の流通過程を経ています。 

      メーカーとして出荷して一次問屋に出す、その後二次問屋に行く、その

後、地方の三次問屋に行くとなると、価格を上げていくための障壁は非常

に増えてきます。そちらが価格を上げるならば、別のメーカーを取るとい

うことを平気で現場レベルでは言われてくるということもございます。こ

うした日本の流通の多重構造について、公正取引委員会の方でしっかりと

メスを入れていただきたいと思います。 
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      以上が私の意見でございます。よろしくお願いいたします。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      続いて、大野会員、お願いいたします。 

○大野会員 昨今の原材料価格やエネルギー価格の高騰、賃金引上げの必要性の高ま

りなどを踏まえますと、価格転嫁の円滑化は喫緊の課題であると認識して

おります。そうした状況の下で、政府として一丸となって価格転嫁の円滑

化に向けて様々な施策を展開されていることは非常に時宜にかなっており、

大変有意義であると考えております。 

      経団連におきましても、これまでも何度か御紹介させていただいたとお

り、円滑な価格転嫁などの適正な取引慣行を徹底することを各社代表者が

宣言する「パートナーシップ構築宣言」の取組を推進してきました。本年

１月には日本商工会議所や経済同友会と共同で、各社に対して宣言の公表

と実効性の向上を改めて要請したところです。経団連会員企業の約1,500社

のうち、既に510社超が宣言を公表しております。今後、更に強く取組を加

速させていきたいと考えております。 

      その上で、価格転嫁に消極的な事業者にもしっかり取組を促していく必

要があります。政策を推進する手段は、事業者にとって透明性と納得性が

必要です。例えば、昨年12月の独占禁止法第43条に基づく事業者名の公表

は、当該事業者にとっては非常に大きなインパクトを与え得るものですが、

公表文ベースでは独占禁止法の違反の認定あるいは違反のおそれの認定も

ないということでした。今後の政策の推進や取締りの執行に当たっては、

競争法の解釈と執行を司る行政官庁として、可能な種々の手段の中から効

果と妥当性に鑑みて、適切かつ透明性を持った運用をお願いしたいと存じ

ます。 

      また、公表された13社は、一部の業界に偏っているのではないかと思い

ます。単に個別の事業者に着目するだけではなく、所管の省庁とも連携し

ながら、国内外の最終的な川下の顧客に至るまでの業界全体の構造や、官

公庁の需要における価格転嫁の在り方などにも着目し、原因を分析した上

で抜本的な解決策を模索する取組も有用であると思います。 

      経団連としては、今後、大企業と中小企業が共に成長できる持続可能な
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関係をしっかり構築していきたいと考えております。以上でございます。 

○柳川会長 ありがとうございます。それでは、事務局の方から何かレスポンスがご

ざいましたらお願いいたします。 

○品川取引部長 申し訳ございません、私の方からまとめて回答させていただきます。 

      細田会員からいただきました問題に関しましては、認識は我々も共通で

ございます。発注者と受注者の間の認識のギャップは大きい問題だと思っ

ておりますので、我々としても、こうした認識ギャップを埋めるためにも

発注者側からの働き掛けが大事だということで、これからも周知徹底をし

てまいりたいと思っております。 

      流通の多重的な構造についても、我々も問題意識持っておりまして、ソ

フトウェアの実態調査なんかでもそういう指摘をしておりますし、必ずし

もソフトウェアに限らず、こういった構造が幾つかの業種であるというふ

うには考えておりますので、そういった分野を中心にいろいろこれからも

実態把握をしていきたいと考えております。 

      それから、大野会員からいただいたお話でございますけれども、政府全

体で取組を行うことは必要だと思っておりまして、この問題はやはり公正

取引委員会だけで何か解決ができるという問題でもございませんので、政

府全体で取り組むための会議体も設けられておりますし、各省との連携も

やっておりますので、そういう意味では中小企業庁、あるいは業所管省庁

も巻き込んで、どういう知恵の出し方があるかということを引き続き考え

ながらやらせていただきたいと思います。 

      企業名公表についてコメントいただいておりますけれども、これにつき

ましては、我々の方でももちろんいろんな手続を踏んでやらせていただい

たところでございますけれども、43条の権限の行使に当たっては、当然バ

ランスというものを考えて、本当に必要なものであるかどうかということ

はしっかり精査をしてやったつもりでありますし、今後も調査結果につい

てこういうことが必要になれば、その点についてしっかり精査をして行う

つもりでございます。以上でございます。 

○柳川会長 そのほかよろしいでしょうか。 

      それでは、次の議題である「携帯電話端末の廉価販売に関する緊急実態
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調査報告書」について、天田調整課長から御説明をお願いいたします。 

○天田調整課長 調整課長の天田と申します。よろしくお願いいたします。 

      私の方から、先々週２月24日に公表しました携帯電話端末の廉価販売に

関する緊急実態調査につきまして、概要を御説明させていただきます。 

      資料まず２ページ御覧いただきまして、今回調査を行った趣旨なんです

けれども、ちょうど昨年の今頃ぐらいからだったと思うんですけれども、

スマートフォンが１円とか極端な安値で携帯ショップさんとか家電量販店

さんで販売されるということがみられるようになってきまして、他方で御

案内のとおり、令和元年に電気通信事業法改正というものが行われまして、

通信料金と端末代金を分離していこうというところで、通信契約の継続を

条件とした端末の値引きは禁止されておりますし、あるいは端末購入を条

件とした通信料の割引というのも禁止されていると。 

      また加えて、スマホ自体のポータビリティを高めようというところで、

目下、販売されているスマホというのはSIMロックは原則禁止ですよという

中で販売されているということでありまして、端末と通信は別々のものと

して競争していきましょうという仕組みが出来上がっている中で、スマー

トフォン端末が今、極端な安値で販売されているというところが、独占禁

止法の不当廉売につながるおそれのある販売方法とみられることから、そ

の実態を把握するというところで調査を行ったところです。 

      今回、調査、余り時間を掛けずに大ざっぱな傾向を把握したいというと

ころで、対象は絞った形で行いまして、対象期間としては、昨年１月から

６月までの間に販売されたスマホというところで、便宜的に極端な値引き

というところで消費者負担額が1,000円以下となるような売り方をしたかど

うかというところを区切ってみていったのと、それから販売代理店の所在

地は関東地方に所在している店舗を運営する事業所というところに限定を

して調査を行いました。 

      対象機種については、各キャリアさんが販売しているスマホのうち

Androidと、それからiPhoneの売上げの上位20機種ずつを対象にして極端な

廉価販売、1,000円以下で対象期間中に販売したかどうかというところを調

べたというものでございます。 
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      その結果、廉売の実施状況なんですけれども、４ページの下の箱、販売

代理店の極端な廉価販売の実施状況というところですけれども、調査対象

期間のうちに1,000円以下の販売を行ったことがありますという代理店が関

東地区に各キャリアさん代理店で233社ございました。その233社が対象40

機種を販売したもののうち極端な廉価販売、1,000円以下で販売した台数が

どれくらいかというのが、大体全体の14.9％でしたというところでした。 

      その廉価販売されたもので値引き前価格帯というのをみていったときに

は、10万円以上するようなハイスペックなスマホが極端な廉価販売の対象

となっていた割合は実は少なくて1.6％でありまして、多くは４万円未満の

機種、ロースペック帯のものであったり、その中間の10万円から４万円以

上の間のミドルスペックと言われる部分の端末が極端な廉価販売の対象と

なっていたことが多くあったということでありました。 

      それから、販売区分別というところでみていったときには、この極端な

廉価販売がされる割合が多いのがナンバーポータブルですね、他の通信事

業者から移ってくるお客さんに対して端末も販売しましたというときに極

端な廉価販売が行われたケースが高く、その次が純粋な新規契約時という

ところで、要するに新規に通信契約を獲得してくるという場面で端末も販

売しましたというときに、この極端な廉価販売が行われていたことが多か

ったということです。 

      したがって、通信サービス市場の方にどんなインパクトがあったのかと

いうところで、通信契約者数のシェアというところで調査期間中みていっ

たところ、下の表のとおり、シェアは各社変動がほとんどないというとこ

ろで、MVNOがシェアを奪われたということもなくて、全体として余り動き

がなかったという結果でございました。 

      値引きがどういう形で行われていたかという構造なんですけれども、

我々が目に見える現象としては、販売代理店さんが安く売っているという

ことなんですけれども、実態としては上流段階で既に安くMNOさんから代理

店に卸されているというのが実態でございまして、対象40機種について、

スマホの販売というところに関係する収支が出ていたのをラフにみていっ

たところ、相当数の機種で各通信キャリアについて赤字という機種が相当
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数あったというところです。 

      赤字なんですけれども、実際どうやって賄っているんだという質問に対

しては、通信料からの収入というのを充てているといった、端末販売以外

のところから生み出されているというところでありまして、もともと通信

キャリアさんの多くは端末のプライシングを考えていくときに、通信料の

収入というのを含めた合算した形で考えていますというようなお答えが多

うございまして、通信料収入を入れる形で端末を安く卸しているという状

況が確認できたというところです。 

      こういった売り方なんですけれども、冒頭申し上げた通信と端末の分離

というところがもう行われていて、端末の販売に伴って通信契約を長期に

拘束するということはもうできないという中で、純粋にスマートフォンだ

けを、通信契約を伴わずにスマホだけを売っている、SIMフリースマホを売

っているという事業者、家電量販店と、それからインターネットでもアマ

ゾンさんとかというところはSIMフリーを売っていますけれども、端末だけ

を扱っている事業所は現に存在し、あるいは中古端末を扱っている事業所

も存在するということも踏まえ、また、そこで販売されるスマホというの

は、独立した商品として価格設定をされているということを踏まえると、

この端末の販売について、不当廉売のコスト要件というのを考えていくと

きには、通信料収入とは別個にコスト割れを判断しますよということを今

回、考え方を明らかにしたところです。 

      したがって、MNOからまず販売代理店のところに収支赤字で卸していくと

いうところは、不当廉売のコスト要件のところの「供給に要する費用を著

しく下回る対価での供給」に当たるおそれがあるというところを明らかに

したところです。 

      その上で、さらに販売代理店から消費者に下ろすところで、また、安値

で販売が行われていたというところなんですけれども、代理店はキャリア

からもらう機種特定した販売奨励金なんかを原資にしてやっていくわけで

すけれども、さらにそれに加えて独自の割引を入れていくという形でやっ

ておりまして、こういった姿を端末単体で売っている家電量販店さんです

とか、中古端末取扱事業者からみたときにどう映るかというと、そもそも
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キャリアの販売代理店は、MNOからスマホを卸してもらう段階で、既に相当

安く卸してもらえているというのがありますので、その段階で、スマホの

販売という競争を考えたときに、販売代理店は、このスマホ単体を売って

いる事業者に比べて相当競争上優位に立っているというおそれがございま

して、したがって、MNOが安く卸しているということの影響が川下の販売競

争のところに影響を与えている可能性があるということが１つと、したが

って、不当廉売の考え方としてMNOが行為主体となって、川下の販売市場に

影響を与えていて、スマホ単体で扱っている事業者の事業活動を困難にす

るおそれがある場合には、独占禁止法上問題になるおそれがありますよと

いうところを、考え方を明らかにしています。当然、代理店段階でも、さ

らにそこで安く売っているところでは、代理店も不当廉売に該当するおそ

れがあるというところも書かせていただいているところです。 

      では代理店が、なぜ更に安く売るかというところの背景も調べておりま

して、そこで返ってくる声として多いのが、販売代理店評価制度というも

のでございました。これは何かといいますと、各通信キャリアさんが販売

代理店の営業成績を評価する通信簿のようなものになるんですけれども、

各評価期間において、評価項目を定めてどれくらい達成したかというのを

みてランク分けをして、そのランクが高い人ほど多くの奨励金なり、支援

金というのがキャリアから代理店に支給されると、そういうものなんです

けれども、その評価指標において、ナンバーポータブルを獲得するという

ところが非常に重視された評価体系になっていると。そのために、ナンバ

ーポータブル獲得点数を増やすために端末を安く売るという形でユーザー

を集めてきて、件数を増やしていくというようなことをせざるを得なかっ

たんだというような回答が多かったというところです。 

      あとは、そのナンバーポータブルの獲得に加えて、MNOの営業マンから獲

得するために端末を安く１円とかで売ったらどうだという働き掛けもあっ

たという回答も一定数あったというところです。 

      販売代理店なんですけれども、代理店自身はスマホですとか、あるいは

スマホの画面を保護するシールみたいなアクセサリーの販売をやっている

わけですけれども、そこの部分の粗利はほとんどない状況でして、代理店
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の利益の源泉というのは、多くは各キャリアから支給される奨励金とか支

援金というのが大宗を占めているということでありまして、したがって、

MNOと代理店との取引上の関係ってみたときには、一般的にはMNOの方の地

位が優越している場合が多いんだろうというふうに考えられるところであ

ります。 

      したがって、取引上の地位を利用して代理店に対して、一方的に契約変

更などをして不利益を与える場合には、当然、独占禁止法上問題になるお

それがあるということを、今回、書かせていただいているのと、特にMNOの

営業マンの方から、端末を安く売ってナンバーポータブルを獲得すればど

うだというような働き掛けがあったということなんですけれども、その点

に関してMNOが営業担当者等を通じて実施を指示するなどして、代理店に販

売によって得る利益を上回る費用負担を生じさせると、そういう不利益に

もかかわらず大幅な値引き販売の実施を余儀なくさせる場合には、独占禁

止法上問題のおそれがあるというところも指摘したところであります。 

      このナンバーポータブル獲得指標の目標水準なんですけれども、多くの

代理店がいうのは、設定される目標水準が通常の営業活動、要するに自分

が店舗を構えている商品の市場の状況をみたときに、到底通常の活動では

達成できない、相当高い目標が示されるということが多くて、したがって、

何とか達成するために特殊割引を入れてまでも安く売って、何とか新規の

ナンバーポータブル獲得をせざるを得ないんだという声があったのと、あ

とは目標設定において、何とか頑張って今期達成したんだけれども、次の

期は、また、それを前提にさらにその1.5倍とか２倍という形で、どんどん

設定される目標が高くなっていくというところで、非常に厳しい状況です

という声もあったところでございます。 

      今回、目標設定すること自体が何か独占禁止法上問題かというと、そう

いうことは当然ないわけなんですけれども、他方で通常の営業活動では達

成できないような高い目標水準を設定するということが、結果的に代理店

段階などにおいて、極端な廉価販売のような、独占禁止法上別の問題とな

る不当廉売に当たるようなことを誘発する原因となっているとみられます

ので、したがって独占禁止法違反行為の未然防止という観点から、そうい
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った通常の営業活動で達成できるようなレベルを超えた過度な高い目標水

準を設定するということは、競争政策上望ましくないというところも書か

せていただいたところです。 

      その上で、目標設定するに当たっての通信キャリアと代理店との協議の

コミュニケーションのところなんですけれども、こちら昨年度、令和３年

度に公正取引委員会が実態調査をした際にも、実はこの点は各キャリアさ

んに指摘はしたところであるんですけれども、その協議をしっかり代理店

とコミュニケーションをしっかり取って、契約変更をする場合には根拠を

しっかり示して十分な説明を行うと。変更するまでの期間というのを、十

分期間を取るようにすることが望ましいという指摘はしたところなんです

けれども、今回、各代理店さんにアンケートを取っても、実際改善がされ

ているかという認識について聴くと、多くの、半数以上の代理店は、そも

そもその協議をする制度がないという認識であって、そういう協議がそも

そも行われていないというのが半分以上の答えで、あとは協議を行ったこ

とがあるけれども意見を取り入れてもらってはないというのが次いで多く

て、２つ足すと大体各社８割を超えるというような状況でありまして、し

たがって、各キャリアに対しては、独占禁止法違反行為未然防止という観

点から、令和３年度においても調査においても指摘をしたところなんです

けれども、契約内容の変更を行うに当たっては、根拠を示して十分な説明

を行うと。代理店からも意見をよく聞いて、意見を考慮して変更までの期

間を十分設けることが望ましいというところを改めて指摘したところでご

ざいます。 

      今後の取組なんですけれども、今回、示した考え方とか、私どもで集め

た事実というのは、各キャリアさんに説明させていただいたところであり

まして、それを踏まえて、改めて販売方法ですとか、代理店との関係につ

いて点検していただいて改善を促しているところです。 

      他方で、公正取引委員会として、今後、監視というのを強化していくこ

ととしておりまして、独占禁止法違反行為というのが認められた場合には、

これは厳正に対処をしていくというところで、考えているところでござい

ます。 
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      説明は以上でございます。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、事前登録されている武田会員から、よろしくお願いいたしま

す。 

○武田会員 慶應義塾大学の武田です。報告どうもありがとうございました。１点コ

メントをさせていただきたいと思います。 

      これまで、MNOによる契約の違約金の撤廃とか、SIMロックの原則禁止に

よって消費者の選択肢が拡大してきたということはとても評価できること

だと思っています。ただし、今回の調査の中に、シェアがまだほとんど変

わっていないという点が指摘されていました。その点について、コメント

させていただきます。廉価販売自体も重要な問題ではありますが、それ以

外にも様々な要因があるので、シェアの変動につながるのは難しいのでは

ないかと考えています。 

      例えば、具体的に申し上げますと、MNOが自宅で光セット割や家族割を行

っているような場合には、MVNOに乗り換えても全体として必ずしも価格の

低下につながらないこともあります。あるいは、MVNOの中には対面サービ

スがなく、オンラインだけでサービスを提供していてトラブル処理に時間

が掛かる可能性もあります。また、乗り換える際には、データの一時保存

や、SIMカードの取り替え、あるいはe-SIMの変更など、技術的に誰でもで

きるというわけではない部分もありますので、これもサービスを切り替え

につながらない理由になるかと思います。 

      ネット上にも、MVNOへの乗換えについて、全体的にメリットがあるかど

うかということについていろいろ書かれていますが、こういうサービスの

違いなども考えますと、現実には、サービス重視でめったに回線を変えな

い消費者層と、乗換えを頻繁に行うような消費者層の二極化が進んでいる

のではないかと思っています。前者に高価格を課して、それを後者の獲得

競争の特典として充てるというようなことがあれば問題ですので、今回の

調査のような形で不当廉売などをチェックしていくというのは非常に大事

なことだと思っています。 

      ただし、先ほども申し上げましたように、廉価販売以外にもいろんな要



 -37- 

因がありますので、これが直ちに消費者行動の変化につながってシェアが

変わるとういったことにはつながるかどうかは分からないのではないかと

思っています。 

      以上になります。 

○柳川会長 ありがとうございます。続いて、二村会員、お願いいたします。 

○二村会員 ありがとうございます。私の方からはこの廉価販売について、消費者の

立場から問題点と要望を２点申し上げたいと思います。 

      まず、１つ目ですけれども、問題として、とても安い廉価の価格という

ものが様々な条件との抱き合わせの契約条件であるというケースが多いと

いうことです。それにもかかわらず、その条件の表示が小さくしかされて

いないとか、あるいは分かりにくいということで消費者の誤認を誘発して

いるということもよくあると思います。また、この様々な条件というのが

非常に複雑であったり、解約しにくいオプションということもあります。 

      特に最近、高齢者のスマートフォン利用の拡大が急速に進んでおります。

そういった状況もありますので、ますますこうした条件の分かりやすい提

示ということが、必要になってくると思います。より公正な表示と、分か

りやすい販売となるように、関係省庁での取組を進めていただきたいと思

います。 

      それから２つ目ですが、これは報告書の中で様々な立場からの御指摘も

ありましたが、MNOで端末を購入した後に通信契約を他のMNOにするとか、

あるいはMVNOと締結するということは問題ないということにはなっており

ますけれども、このことがやはりまだ消費者のところに十分伝わっていな

いのではないかと思います。こちらも消費者庁、総務省等からの情報発信

や広報等も強化していただくように、是非連携をしていただきたいと思い

ます。以上です。 

○柳川会長 ありがとうございます。それでは、何か事務局の方からお答えがありま

したら。 

○天田調整課長 御質問、御意見、ありがとうございます。最後に頂いた消費者に対

する割引適用条件を分かりやすくですとか、スイッチすることに関する制

約に関する説明のところに関しては、今回、総務省さんにも投げ掛けをし
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ているところでございまして、いろいろ更に検討いただいているところで

す。表示のところは消費者庁さんになってくると思うんですけれども、消

費者庁さんの方でも、これまでもいろいろ進めていただいているとは思い

ますけれども、引き続き連携してやっていきたいというふうに考えており

ます。 

○柳川会長 そのほかよろしいでしょうか。オンラインもよろしいでしょうか。 

      そうしましたら、続いて最後の議題であります「フィンテックを活用し

たサービスに関するフォローアップ調査報告書」について、引き続き天田

調整課長から御説明お願いいたします。 

○天田調整課長 続けてまた説明させていただきます。 

      次は、フィンテックに関する実態調査、フォローアップでございまして、

こちら、先週３月１日に公表したものでございます。 

      こちらは３年前に一度公表した実態調査のフォローアップということで、

資料をお示ししていますけれども、特に３年前のところで、非常に社会に

インパクトを与えた提言が３つあると我々は理解しておりまして、１つが

前回報告書の提言と資料の１ページにありますけれども、その上から２つ

目のところで、「利用者による入金フロー」と書いてあるところです。 

      これはQRコード決済と言われる、いわゆる何とかペイといわれるサービ

スを提供しているフィンテック業者に関する実態調査になってくるんです

けれども、まず、何とかペイというのを我々利用者が使う場合には、何と

かペイのアカウントにお金をチャージする必要があるわけですけれども、

我々一般の利用者は、通常、銀行にお金を持っていますので、自分の銀行

口座から自分の何とかペイのアカウントにチャージがされるというところ

が利便性が高くなりますので、その自分の銀行口座から引き落としがされ

るということが必要になってきまして、その引き落としをするということ

について、銀行とフィンテック業者の間で、そのためのシステムを接続す

る必要があるわけなんですけれども、そこに掛かってくるお金の問題が一

つございまして、そのチャージに不可欠な決済インフラの利用料金という

書き方をしていますけれども、現状、ここのチャージの際に使う決済イン

フラというのが、NTTデータさんが提供している決済インフラ、CAFISとい
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うのがありまして、これが事実上、この世界では不可欠インフラ、独占的

なインフラになっております。 

      この利用料金というのは、銀行側がNTTデータに払うんですけれども、こ

の利用料金が10年ぐらいずっと見直しがされていなかったというのが３年

前の状況で、したがって、この部分を見直しをすべきである。つまり、こ

の部分が硬直的であると、チャージコストが結局高いまま維持されてしま

うということになりまして、フィンテック業者は結局これをどこに転嫁し

ていくかというと、何とかペイを使って決済できるようにするという加盟

店ですね。飲食店であったり、小売店のところの加盟店手数料のところに

乗っけてくるということになりますので、そこが高いままだと、なかなか

このサービスは普及しないし、キャッシュレスも進まないという関係にあ

るというところで、この部分を見直しすべきだというところをまず提言し

ました。 

      それを受けて、報告書の後、進展がございまして、このCAFISの利用料金

が１件当たり3.15円から１円に下がったという好ましいことが起こったと

いうことです。 

      他方で、この銀行は、このCAFIS利用料金をNTTデータに払っているんで

すが、この支払った部分というのはどこに転嫁しているかというと、この

QRコードサービスを提供しているフィンテック業者に接続料という形で転

嫁しているというところなので、この接続料のところでCAFIS利用料金が２

円ぐらい下がっていますので、接続料も２円ぐらい下がっているといいと

いうことになるんですけれども、その状況を今回、調査したところ、下げ

た銀行もあるんですけれども、下がっていない銀行もあったというところ

でした。 

      下がっていないところについて、理由をいろいろ聞いていくと、一方で

銀行側も、こういったシステムを維持していく上で、昨今、マネーロンダ

リング対策ですとかセキュリティ対策というところが求められているとい

うところもあるので、そういったシステムを維持していく上でのコスト増

という部分もあるので下がらないという言い方をしているようなんですけ

れども、多くのフィンテック業者からみると、そこの説明が余り十分では
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ないという認識を持っていたり、仮にそういったコスト増になってくる部

分があったとしても、それが果たしてこの部分に、銀行全体のシステムに、

そういったセキュリティですとか、マネーロンダリング対策という部分の

コストが乗っかってくるでしょうけれども、その部分、下がった２円分が

丸々この部分にまた２円分乗っかってくるのかといったところの説明が十

分ではないという声が多かったというところで、したがって、今回の提言

としては、銀行は自行に生じるコストを接続料に反映させる場合には、接

続の根拠というのを十分に説明することが望ましいという提言を書かせて

いただいているところです。 

      それから、２つ目にインパクトのあった提言が、前回報告書提言のとこ

ろの上から５つ目の「加盟店への出金フロー」というところで、何とかペ

イという支払いをしたときに、我々一般の利用者が自分のアカウントから

お金を支払って、そのお金が加盟店の何とかペイのアカウントに入ってい

くわけですけれども、飲食店さんからすると、最終的には、自分の銀行口

座にお金が入ってくる必要があるというところで、１か月に１回とかいう

頻度で、何とかペイのアカウントから自分の銀行口座にお金を移す必要が

ありますということなんですけれども、そのときにどういう手続が出てく

るかというと、何とかペイが使っている銀行から自分の飲食店が使ってい

る銀行口座にお金を送金する必要が出てくるということで、その送金する

ときに、全銀システムという銀行からの送金のシステムがありますけれど

も、そこを介して行われるということになっていまして、そこで送金する

というときに銀行間で手数料が発生して、銀行間手数料というものが出て

きます。 

      こちらの水準が３年前調査をしたときに、40年以上この銀行間手数料の

見直しがされていなかったということがございまして、これだけ事務のIT

化というのが進んできた中で、当然コストは下がってきているはずなんで

すけれども、手数料は40年前のままというところで、これは見直しをすべ

きだという提言をしたところでありまして、こちらはその後どうなったか

というところなんですけれども、今回調査の結果というところにあります

とおり、銀行間手数料というものが全銀システムを運営している全銀ネッ
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トによって廃止をされました。 

      銀行間手数料に代わって内国為替制度運営費というものが新しく出来上

がったんですけれども、資料の12ページになりますけれども、その40年間

ずっと維持をされていた銀行間手数料というのは、振込額によって分けて

いまして、３万円以上の送金の場合に162円で、３万円未満の場合には117

円という手数料だったのが、送金額の区分によらずに一本化しまして62円

というところで生まれ変わったということであります。 

      この銀行間手数料というのも、結局、どこに銀行は転嫁するかというと、

実際に振込を依頼しているエンドユーザーに転嫁していて、それが振込手

数料という形で我々いつも負担しているわけなんですけれども、この銀行

間手数料が大きく下がったことを受けて、エンドユーザーが支払う振込手

数料も下がることが期待されたわけですけれども、こちらは今回、調査し

てみると、50円以上下げている銀行が多うございまして、良い方向に向か

っているということが確認できたということではあります。 

      他方で、残された課題としていえることは、この銀行間手数料が３万円

以上、未満というところで従来やっていて、これは一本化したわけなんで

すけれども、エンドユーザーが払う振込手数料のところは依然として３万

以上、未満というところで区切った形で設定しているというケースが、銀

行がございまして、いろいろ当然、理由はあろうかと思うんですけれども、

特段何か理由なく、通常、従来そうだったからというところで合理的な理

由なく見直しを行ってないというところもございまして、これが続いてし

まいますと、せっかく銀行間手数料がなくなって、ここのコストが下がっ

ているわけですけれども、そこの恩恵が行き渡らないということになりま

すので、見直しの検討を行うべきであるという形の提言をさせていただい

たところであります。 

      それから、３つ目の大きな提言事項が、前回報告書の提言の１番下に書

いてある全銀システムへの資金移動業者のアクセス開放に向けた検討が行

われることが望ましいというところで、銀行間手数料が発生している全銀

システムというのは、銀行しか参加加入できないというシステムなわけで

すけれども、ここにフィンテック業者も参加できるように開放するという
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ことを検討するというのも一つ望ましいですねという提言をさせていただ

いたところなんですけれども、こちらについても全銀ネットの方で検討し

ていただきまして、昨年10月からフィンテック業者が参加できるようには

なっております。 

      他方で、現段階で参加しているフィンテック業者はおりませんで、とい

うのも、この全銀システムで使っているシステムというのは、非常に昭和

の頃からのレガシーというところがあって、これにつなごうとすると、大

型の中継コンピューターを買って数億円掛かるということでは、非常にコ

ストが掛かるということになっておりまして、従来の接続方式であると、

なかなかフィンテック業者も参加しにくいというところで、APIゲートウェ

イによる接続方式というところで、よりコストの低い形での全銀システム

への参加の仕方という方法を今、全銀ネットにおいて検討しておりまして、

2025年から2026年の間でこれを開始するということを今、進めております

ので、この進捗を公正取引委員会としては見守っていきますし、これが実

現すればフィンテック業者もどんどん参加していくことが期待されるとい

うことを書かせていただいているところでございます。 

      今回、報告書を取りまとめて実態調査、フォローアップ調査は、一旦は

締めているのですけれども、他方でこの分野は非常に動きが速い分野でも

あり、また現在進行形で動いている話もたくさんありますので、引き続き

フォローアップは続けていくということでやっておりまして、今回、ある

いは前回、提言した関係機関に対しては、引き続きコミュニケーションを

取りながら定期的なフォローアップということをやっていくということで

考えております。 

      説明は以上でございます。 

○柳川会長 ありがとうございました。 

      それでは、この件に関しては事前登録された方はいらっしゃいませんの

で、御自由にこの場で御意見を出していただければと思いますので、いか

がでしょうか。今まで発言を我慢されていた方もいらっしゃるんじゃない

かと思いますので。オンラインの方も是非手を挙げていただければと思い

ますが、いかがでしょうか。 



 -43- 

      では、有田会員、どうぞ。 

○有田会員 御報告ありがとうございました。前段のご報告のついては、社会情勢、

社会環境が変わる中で仕方がないと思いながらも、消費者に負担が掛かる

ような御報告が多く複雑な気持ちで聞いておりました。このフォローアッ

プ調査につきましては、喜ばしい報告を聞くことができました。今後も調

査を継続していただきたいと思います。 

      以上です。 

○柳川会長 ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。ちょっと、駆け

足で回してきましたので、もしあれでしたら、この議題に限らず、前の議

題に関することでも、御感想でも結構ですので、せっかくですので何かあ

りましたら出していただければと思います。 

      それでは、宮崎会員、お願いいたします。 

○宮崎会員 すみません、今日はありがとうございました。 

      最初の議題にあったデジタルプラットフォーマーに対する対応なんです

けれども、米欧も今、対応を強化しているところで、日本の競争当局も頑

張らなくてはいけないところだと思うんですけれども、一つお願いといい

ますか、デジタルプラットフォーマー側も、かなり外部から弁護士さんを

雇って対応しているという中で、デジタルアナリストを新設されて頑張っ

ていらっしゃると思うんですけれども、まだまだ戦力的に足りないと思い

ますので、外部から弁護士さんを雇ったり、更に専門家を充実させたりと

いったところで、体制強化を頑張っていただきたいと思います。 

      以上です。 

○柳川会長 ありがとうございます。それでは、事務局の方からお答えをお願いいた

します。 

○藤本経済取引局長 今、体制強化のお話をいただきましたけれども、正に専門家を

かなり擁していかないとなかなか対処できない分野かなというふうに思っ

ておりますので、もちろん、法律の実務の専門家、それからデジタル技術

の専門家、こういった人たち、あるいは経済学に精通した人、そういった

人の力も得ながら、しっかり対応していきたいというふうに思っておりま

す。ありがとうございます。 
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○柳川会長 そのほか、いかがでしょうか。 

      吉田会員、よろしくお願いいたします。 

○吉田会員 本日はありがとうございました。１つ目のモバイルOS等に関する実態調

査報告書で、大変勉強になりました。ありがとうございます。 

      ここで、いろいろな段階での競争というのが重要になってくるかと思い

ます。例えばアプリ市場で多くのベンダーといいますか、アプリの提供者

が入ってくるということは非常に重要ですし、それをどんどん活発にして

いくという施策で、例えばGoogleとかAppleがそれを妨げないようにという

ことは非常に重要だと思います。しかし、一方で、例えばOS市場、あるい

はApp StoreとかGoogle Playとか、そういったアプリ流通サービス市場と

いうところでは、非常に大きい２つの寡占になってしまっているという状

況です。報告書を拝見しますと、そこに新たな参入が起こるようにという

ことも書かれていますが、ネットワーク効果などを考えますと、それは非

常に難しいと考えられます。例えばOSであれば、iOSとAndroidの間の競争

がどの程度できるかといったところにポイントがあるかなと思いますが、

それを促進するという意味ではどのようにお考えか、ちょっと伺いたいな

と思いまして、申し訳ありません。お願いします。 

○藤本経済取引局長 ありがとうございます。おっしゃるとおり、そこは非常に寡占

的な状況になっておりますので、言わば、市場の構造的な問題なのかなと

いうふうには考えております。 

      OSについて、この２社の間で競争が起こるという話もあるわけですけれ

ども、実際、調査結果を見てみますと、やはりそれぞれの人たちは、そこ

をスイッチングするというようなことはなかなかないような状況でござい

ますので、そういう意味でも非常に硬直的な状況なのかなというふうに考

えております。 

      したがいまして、当然、そのレイヤーでの問題が起こらないようにとい

う観点からの独占禁止法上の問題の指摘、それからそのレイヤーを通じて、

複数のレイヤーにわたって、言わばレバレッジを利かせるような形で問題

行為が起こらないかというようなところもみてまいりたいと思いますし、

それから、かなり硬直的な構造になっているということを踏まえまして、
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競争政策上の観点からの指摘ということも行っておりますので、様々な観

点から対応をしていく必要があるかと考えております。 

○柳川会長 そのほか、いかがでしょうか。レイク会員。 

○レイク会員 ありがとうございます。 

      時間が余りないので、簡単にお伺いできればと思います。今回、とても

大きな役割を果たしているがために、米国をベースとした企業２社がたま

たま取り上げられているのだと思いますが、今、世界の議論、米国におい

てもヨーロッパにおいても、これらのモバイルOSを含めたテクノロジーの

議論がなされる際には、必ず経済安全保障の話が出てきます。 

      今後、この政策を考えていく際に、競争政策の視点でみると同時に、世

界の中でのプラットフォーマーの役割に鑑みて、経済安全保障の視点につ

いて、公正取引委員会としてはどのように考えていこうとなさっていらっ

しゃるのかお教えいただければ有り難いです。ありがとうございます。 

○藤本経済取引局長 一般的に申しまして、競争政策というのは、それだけで国の政

策として遂行できるというものではございませんで、例えば通信の規制で

ありましたり、エネルギーの規制でありましたり、そういうところでは、

他の領域における政策分野というのがございますので、そこと最終的には

調整をしながら競争政策を執行していくというのが我々の役割かなという

ふうに思っておりますので、安全保障の領域につきましても同じような話

なのかなというふうに思っておりますので、適切に政策を調整していきな

がら遂行していくということかなと思っております。 

○レイク会員 ありがとうございます。 

○柳川会長 そのほか、よろしいですか。白石会員、お願いします。 

○白石会員 フィンテックについて伺いたいと思います。水面下では、大変なことが

たくさんあっただろうと思いますけれども、少なくとも書面に出てきて御

説明いただいた限りでは、前回報告書で提言された内容について、それ自

体としては独占禁止法違反と言えないような問題も含めて、業界の側でか

なり対応されたということだと承りました。この業界では、そういう対応

があったことの前提条件として、どのようなものがあるのでしょうか。 

○天田調整課長 先生の御指摘は、なぜ、業界側が対応したのかという。 
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○白石会員 はい、おっしゃるとおりの趣旨の質問です。 

○天田調整課長 伝統的な業界ではあるんですが、こういった新しくサービスを提供

してくる事業者と一緒にやっていくことがウィン・ウィンなんだという発

想に、段々立ってきているのかなというのは感じます。 

      他方で、今、銀行を取り巻く環境は、非常に厳しいところはあるので、

個々の銀行でみていったときには、システム対応には、多額の投資が必要

になるので、今日、じゃすぐやろうというわけにもいかないというのはあ

るんですけれども、できることはしっかりやっていこうというような感覚

は、話をしていて感じるところはございます。 

○白石会員 ありがとうございました。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、そろそろ時間が参りましたので、本日の討議はこの辺りで終

了とさせていただきます。 

      最後の方にお話がありましたけれども、様々な業法と関連する部分、新

しく関連してくる部分、安全保障も含めていろんなものが大きくなってき

ている気がいたしますし、それから割とグローバルな問題が出てきている

ので、諸外国の競争政策とも連携も必要だということで、ますます公正取

引委員会の皆さんの役割が大きくなってきて、スタッフの話もありました

けれども、陣容の充実が非常に期待されるところだなというのを改めて感

じた次第でございます。 

      それでは、これにて閉会とさせていただきます。本日は長時間にわたり

御議論いただきまして誠にありがとうございました。なお、次回会合につ

いては６月下旬頃の開催を予定しておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

      以上でございます。どうもありがとうございました。 

 


